2022年度　第8回介護・障害者部会【議題】
日時　2023年3月8日（水）10:00～12:00　　会場：中央社保協事務所＋Zoom
出席　〇日野（新婦人）、〇溝口（全労連）、〇寺田（医労連）、〇民谷（福祉保育労）、〇林（民医連）、青池（自治労連）、〇窪田（東京）、根本（神奈川）、小松（愛知）、日下部（大阪）、〇梅津（共産党）、木田(年金者組合)　、〇林(中央・事務局長)、〇大嶋（事務局次長）

＜報告事項＞
1. この間の主な取り組み

2. 介護保険制度の改善を求める請願署名提出行動
日時：5/22（月）１０時３０分から
会場：衆議院第二議員会館・多目的会議室（定員141 人）

3. 2/27介護７団体打ち合わせ
· 統一地方選の候補者に対する介護保険制度の要請書活用


4. 介護全国学習交流集会について
第２１回介護全国学習交流集会・・・２０２３年１０月９日（月・祝）

＜協議事項＞
1. 3/29厚生労働省交渉　14：00～
· 参議院議員会館B101会議室
1. 現在公費により行われている低所得者に保険料軽減割合拡大について後退させないこと
2. 住民税課税者の保険料割合について、合計所得320万円未満（現行国基準８段階以下）については現行より引き上げないこと
3. 公費投入により、基準額を引下げ介護保険料全体の軽減をすること。とくに低所得者軽減については第１段階（年金収入等８０万円以下）については当面０．１以下に引き下げるなど負担軽減を強化すること
4. 介護保険サービスの利用者負担の「２割負担」の対象拡大を中止すること

2. 介護７団体の団体署名について
次回、介護７団体打ち合わせ　4/3（月）10：00～
1 介護保険財政における国庫負担の割合を大幅に引き上げ、介護保険料、利用料、食費・居住費などの国民負担の軽減を図ること。
2 介護保険の自己負担を原則２割負担にしないこと。また、2割負担、3割負担となる対象者の拡大をしないこと。
3 要介護１・２の訪問介護・通所介護を地域支援事業に移行しないこと。
4 ケアマネジメントの利用者負担導入（ケアプラン作成の有料化）をしないこと。
5 介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院の多床室（相部屋）室料負担を新設しないこと。
6 福祉用具貸与を買い取り制度に変更しないこと。
7 全額公費で、すべての介護従事者の給与を全産業平均水準まで早急に引き上げること。介護従事者を大幅に増やし、一人夜勤の解消、人員配置基準の引き上げを行うこと。
8 利用者が安心して介護を受けることができ、介護事業所・従事者が不安なく介護を提供できるよう、新型コロナウイルス感染症対策を強化すること。

· 今後の予定
3/9		子ども医療全国ネット宣伝　御茶ノ水
3/10	マイナンバー制度反対連絡会宣伝
マイナンバー制度反対連絡会拡大事務局会議
3/13	第５０回中央社保学校現地打ち合わせ・関東甲ブロック会議・次長会議
3/14	巣鴨宣伝・北信越ブロック会議
3/15	東海ブロック会議・オンライン学習会「消費税は社会保障の財源なのか」
3/20	北海道・東北ブロック会議
3/22	中国ブロック会議・年金院内集会
3/23	マイナンバー制度反対連絡会省庁要請・国会行動
3/24	消費税各界連絡会合同宣伝・九州・沖縄ブロック会議
3/27	国保部会・四国ブロック会議
3/29	署名提出行動
3/30	近畿ブロック会議

◎次回会議　　月　　日(　　)10時00分～12時00分（中央社保協事務所＋Zoom）
